
令和６年 12月 12日 

産業環境常任委員会 

建設部  公園緑地課 

 

「日岡山公園再整備賑わい拠点創出・管理運営事業」 

再公募に向けた見直し方針案について 

 

令和 6 年 3 月に公募を開始した「日岡山公園再整備賑わい拠点創出・管理運営事業」については、

応募者が無かったため一旦事業が中断となっていましたが、応募に至らなかった原因調査の結果を踏

まえ、公募条件の一部見直しを行ったうえで再公募を実施しますので報告します。 

 

【見直し方針案】 

①Park-PFI 事業「公募対象公園施設」に対する要求事項の見直し（※募集要項の表現の見直し） 

 ・豪華で高機能な店舗を求めているような誤解を与えないよう、日岡山公園の特性や公園利用者の

ニーズに合わせた「自由度が高い」提案が可能であることが伝わるよう、募集要項の表現の見直しを

行います。 

 

②Park-PFI 事業「特定公園施設」に対する要求事項の見直し 

 ・必須提案施設である「大屋根」について、「雨や日差しを防ぎ、居心地のよい開放的な空間」を求め

つつ、公募対象公園施設の規模や内容に応じて民間事業者の提案の幅が広がるよう、要求事項の

見直しを行います。 

 

③DB事業「参加資格要件」の見直し 

 ・DB事業における参加資格要件について、主に以下の点について変更を行う予定です。 

  【主な変更点】 

   ■DB事業の代表者 

（変更前）建設企業に限定 

（変更後）設計企業・建設企業のいずれでも可能 

   ■設計・工事監理担当企業 

（変更前）設計業務（土木、建築）・工事監理業務（土木、建築）を 1者が全て一括で行うこと 

（変更後）設計業務（土木・造園）、設計業務（建築）、工事監理業務（土木）、工事監理業務（建

築）の４業務を複数者で分担することも可能（１業務１者までとし、最大４者で分担） 

■建設担当企業に求める経営規模等評価結果通知書総合評定値及び施工実績 

(変更前)評定値  ：「単独企業」、「特定ＪＶの代表者」 土木一式工事 1,300点以上 

      施工実績：求めない 

（変更後）評定値  ：「単独企業」、「特定ＪＶの代表者及び構成員」 土木一式工事 750点以上 

施工実績：求める（都市公園の建設工事）  

※「参加資格要件」の変更内容（案）は、別紙を参照ください。 

 

④物価上昇や賃金上昇等に対するリスク分担の見直し 

  光熱水費の高騰や賃金上昇等に対する影響について、リスク分担の見直しを行います。 

 

⑤公募スケジュールの見直し 

 ・民間事業者のノウハウを最大限に発揮した良質な提案を求めるため、応募グループの組成に要する

期間と提案書作成期間を十分に確保した公募スケジュールとします。 

  【主なスケジュール】 

  ・令和 7年 4月  公募設置等指針の公示 

  ・令和 7年 10月 提案書類の提出 

  ・令和 7年 12月 事業者選定結果の公表 

・令和 11年 4月 日岡山公園オープン、指定管理業務の開始 

 

※上記①～⑤の見直し方針案は、現時点での案であり、今後開催する選定委員会の審議結果により、

変更となる可能性があります。



別 紙 
■ＤＢ事業に係る参加資格要件一覧表（案） 

参加方法
DB事業の
代表者

加古川市
入札参加資格者名簿の登録

設計：令和7～9年度
建設：令和7～8年度

求める実績 企業に求める要件
経営規模等評価結果通知書

総合評定値
管理技術者等に求める要件

〇
土木一式工事

×
求めない

建設業法（特定建設業）

土木一式工事750点以上
雇用保険加入、健康保険加
入、厚生年金保険加入…
「有」又は「除外」

土木工事業の国家資格を有する主任技術者
（専任）
３ヵ月以上の雇用関係

土木工事業の監理技術者の資格（専任）
３ヵ月以上の雇用関係

特定JV
（甲型）

代表者
〇

土木一式工事

都市公園の建設工事
（面積要件なし）
（国、地方公共団体又はこれに準ずる機
関が発注した工事で、H22年4月1日以降
に元請として完成したもの）

建設業法（特定建設業）

土木一式工事750点以上
雇用保険加入、健康保険加
入、厚生年金保険加入…
「有」又は「除外」

土木工事業の監理技術者の資格（専任）
３ヵ月以上の雇用関係

構成員
×
不可

単体

〇
可能

〇
土木一式工事

都市公園の建設工事
（面積要件なし）
（国、地方公共団体又はこれに準ずる機
関が発注した工事で、H22年4月1日以降
に元請として完成したもの）

建設業法（特定建設業）

土木一式工事750点以上
雇用保険加入、健康保険加
入、厚生年金保険加入…
「有」又は「除外」

×
求めない

建設コンサルタント登録規程に
よる建設コンサルタント

いずれかの部門
―

一級土木施工管理技士（実務経験5年以上、総
括管理5年以上）、技術士法（建設・実務経験
5年以上、総括管理5年以上）うちいずれかを
満たす者

工事監理（建築）
〇

一級建築士事務所
×

求めない
建築士法に基づく

一級建築士事務所の登録
― 建築士法に基づく一級建築士の登録

都市公園の基本設計・実施設計を元請と
して実施
（面積要件なし）
（国、地方公共団体又はこれに準ずる機
関が発注した業務で、H27年4月1日以降
に元請として完成したもの）

建設コンサルタント登録規程に
よる建設コンサルタント

「造園」又は
「都市計画及び地方計画」

―

技術士法（建設部門（都市及び地方計画）・
総合技術監理部門（建設－都市及び地方計
画））、建設コンサルタント（造園部門又は
都市計画及び地方計画部門）、RCCM（造園部
門又は都市計画及び地方計画部門）のうちい
ずれかの登録がある者

設計（建築）
〇

一級建築士事務所
×

求めない
建築士法に基づく

一級建築士事務所の登録
― 建築士法に基づく一級建築士の登録

事業者

コンソーシアム

設計、工事監理業務
（設計、工事監理業
務を、複数の者で分
担する場合において
は、右に示す４業務
について１業務１者
までとし、１者が複
数の業務を兼ねるこ
とも可能。最大４者
までのコンソーシア
ムとするが、全てを
１者で行うことも可
能）
（設計・工事監理業
務を担当する企業は
個人事業主でも可）

設計（土木・造園）
〇
可能

〇
建設コンサルタント登録規程
による建設コンサルタント

「造園部門」又は
「都市及び地方計画部門」

工事監理（土木）
×
不可

〇
建設コンサルタント登録規程
による建設コンサルタント

いずれかの部門

建設業務
（建設業務は単体、
若しくは2社又は3社
による特定JVのみ）

設計担当企業

建設担当企業

※上表の参加資格要件は、現時点での案であり、今後開催する選定委員会の審議結果により、変更となる可能性があります。

変更箇所を下線付きで示しています。 


